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平成２４年度１２月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 中小企業緊急金融支援費

予 算 額 ２，０００，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

セーフティネット保証５号対象業種の縮小や中小企業金融円滑化法

の平成２５年３月末終了など、中小企業の厳しい経営環境に対応する

ため、「中小企業緊急経営あんてい融資」の創設などによる、今後の

資金需要に備えて融資枠を拡大

２ 事業内容

新規融資枠 ２００億円

事 業 内 容 「中小企業緊急経営あんてい融資」の概要

・「あんしん借換融資」（セーフティネット保証５号）の対象外業種と

目 的 なった企業でも、引き続き１００％保証の借換資金として利用可能

対 象 ・通常よりも低い保証料（概ね０．２％引下げ）で利用可能

方 法 等

取扱金融機関等の支援を受けつつ、自ら事業

対 象 者 計画の策定並びに計画の実行及び進捗の報告を

行う中小企業者

運転資金５年以内、設備資金７年以内

融資期間 借換資金10年以内

（据置期間１年以内）

限 度 額 有担保２億円、無担保８千万円

融資利率 年２．１％

創 設 日 平成２４年１１月１６日（金）

担当課・担当名 商業・経営支援課 金融担当 課･担当電話番号 075-414-4822

商工労働観光－１



平成２４年度１２月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 年末・年度末経営相談事業費

予 算 額 １，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

長引く円高や世界景気の減速、中小企業金融円滑化法の平成２５年３

月末終了など、中小企業にとって厳しい経営環境が続く中、中小企業の

経営強化を図るため、地域別経営相談会の実施や年末から年度末にかけ

ての経営相談体制を拡充する

２ 事業内容

事 業 内 容 （１）地域別経営相談会の開催

商工会・商工会議所及び金融機関等と連携し、金融、経営改革、

目 的 技術支援等の緊急相談会を開催（５カ所）

対 象

方 法 等

（２）経営相談窓口の時間延長

実施期間 平成２４年１２月３日（月）から２８日（金）まで

（土日祝を除く）

相談時間
午前９時から午後７時まで

（通常は午前９時から午後５時まで）

・公益財団法人京都産業２１

実施場所 ・京都府商工会連合会

・京都商工会議所

担当課・担当名 商業・経営支援課
金融担当

課･担当電話番号
075-414-4822

組合担当 075-414-4826

商工労働観光－２



平成２４年度１２月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 中小企業経営応援事業費

予 算 額 １００，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

長引く円高や世界景気の減速などにより、中小企業や小売・商店街を取り

巻く厳しい状況を踏まえ、中小企業応援隊のサポートにより、需要拡大等の

取組を支援

２ 事業内容

① 商店街団体が行う特別大売り出しなどの取組
支 援 内 容 ② 専門家による経営安定相談 等

事 業 内 容

目 的

対 象 補 助 率 ①：１／２以内 ②：２／３以内

方 法 等

補助対象経費 設備等設置費、広報費、会場設営費、

専門家派遣経費 等

補助上限額 ３００千円

担当課・担当名 商業・経営支援課 組合担当 課・担当電話番号 075-414-4826

商工労働観光－３



平成２４年度１２月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 中小企業緊急負担軽減事業費

予 算 額 １００，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

景気の減退など、中小企業を取り巻く状況が厳しい中、緊急の経営改善に

つながる設備投資の取組を支援

２ 事業内容

中小企業が実施するコスト削減の取組

事 業 内 容 支 援 内 容 ①電気代等の削減につながる設備等の導入

②販売や製造の現場の効率化につながる設備の導入等

目 的

対 象

方 法 等 補 助 率 １／２以内

補助対象経費 設備導入に要する諸経費

補 助 額 ３００千円以上１，０００千円以内

担当課・担当名 ものづくり振興課 中小企業育成担当 課・担当電話番号 075-414-5103

商工労働観光－４



平成２４年度１２月補正予算案主要事項説明

健 康 福 祉 部

商工労働観光部

事 業 名 緊 急 雇 用 対 策 事 業 費

予 算 額
１５，０００千円

新規・継続の別 新 規
（他に債務負担行為1,915,000千円）

１ 趣 旨

厳しい雇用情勢が続く中、「人づくり」、「仕事づくり」事業の実施に

より雇用を創出するとともに、来年度にかけて切れ目ない支援を実施し、

雇用の促進を図る

２ 事業概要

（１）新卒未就職者サポート事業

高校、大学新卒未就職者等向けに、基礎から実践までの訓練教育を

事 業 内 容 実施

（２）新卒者福祉職チャレンジ事業

目 的 大学新卒者等向けに、介護・福祉サービス部門への就職につながる

対 象 就職支援プログラムを実施

方 法 等 （３) 緊急求人開拓事業

求人開拓強化月間（１月～３月）を設定し、緊急に求人開拓を徹底

強化

（４）雇用対策の切れ目ない支援(債務負担行為)

新卒未就職者対策をはじめとした人材育成支援など緊急雇用対策事

業を本年度から来年度にかけて切れ目なく実施

３ 雇用創出効果

約１３０人の雇用を創出

介護・地域福祉課 振興担当 075-414-4561

担当課・担当名
総合就業支援室 京都ジョブパーク担当

課･担当電話番号
075-682-8913

労政・人材育成課 人材育成担当 075-414-5104

緊急経済・雇用対策課 075-414-4872

商工労働観光－５



平成２４年度１２月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 緊急雇用対策事業費（新卒未就職者サポート事業費）

予 算 額
７，０００千円

新規・継続の別 新 規
（他に債務負担行為 142,000千円）

１ 趣 旨

高校、大学新卒未就職者等向けに、基礎から実践までの訓練教育を実

施することにより、就職を強力にサポート

２ 事業内容

（１）高校新卒未就職者対策

高校新卒未就職者を雇用し、職業観形成や実践研修等を行い就職を支援

対 象 者 高校新卒未就職者 ５０名程度

事 業 内 容

雇用期間 ４箇月程度（平成２５年３月～平成２５年７月）

目 的

対 象 雇 用 先 京都府高校生緊急就職支援センター

方 法 等

（２）大学新卒等未就職者対策

大学新卒等未就職者を雇用し、実践研修等を行い就職を支援

対 象 者 大学新卒及び既卒３年以内の未就職者 ６０名程度

雇用期間 ４箇月程度（平成２５年３月～平成２５年７月）

雇 用 先 京都未来を担う人づくりサポートセンター

担当課・担当名 総合就業支援室 京都ジョブパーク担当 課･担当電話番号 075-682-8913

労政・人材育成課 人材育成担当 075-414-5104

商工労働観光－５－１



平成２４年度１２月補正予算主要事項説明

健 康 福 祉 部

事 業 名 緊急雇用対策事業費（新卒者福祉職チャレンジ事業費）

予 算 額
４，０００千円

新規・継続の別 新規
(他に債務負担行為 45,000千円)

１ 趣 旨

大学新卒者等向けに、介護・福祉サービス部門への就職に繋

事業内容 がる就職支援プログラムを実施する

目 的

対 象 ２ 事業概要

方 法 等

対 象 者
大学新卒及び既卒５年以内の未就職者

２０名程度

雇用期間 ４箇月程度（平成25年３月～平成25年７月）

雇用形態 直接雇用を目指した紹介予定派遣

担当課・係名 介護・地域福祉課 振興担当 電話番号 075-414-4561

商工労働観光－５－２



平成２４年度１２月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 緊急雇用対策事業費（緊急求人開拓事業費）

予 算 額 ４，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

景気の減速など、雇用失業情勢の悪化が懸念される中、求職者の雇用

機会を確保するため、緊急に求人開拓を徹底強化することにより、雇用

の促進を図る

２ 事業内容

求人開拓等の強化

事 業 内 容

求人開拓強化月間（１月～３月）を設定し、

目 的 ・集中的な求人開拓を実施

対 象 ・求職と求人のマッチングを促進

方 法 等

求人開拓員を緊急増員 ２名

求人開拓目標数 ６，０００人（３ヶ月間）

担当課・担当名 総合就業支援室 京都ジョブパーク担当 課･担当電話番号 075-682-8913

商工労働観光－５－３




